















アメリカの軍備増強要請に対して 2，防衛力漸増路線をとっていた。したがって，M S A受け入
れの際には，その軍事的性格を薄めるため，何らかの形で「経済援助」を獲得するべく努力し
た。基本的には，前述の経団連意見等に見られる， M S A援助受け入れ→日本の経済自立とい
う論理に便乗したのである。外務省は， M S Aについての解説書を出版したが，その概要が広









２　この要請は，1 9 5 2年の日米安全保障条約前文の「日本は直接および間接的な侵略に対する防衛のため，日
本自身が漸増的にその責任を負うべきことを期待する」という記述に基づいたものであった。
３　『朝日新聞』［1953年6月21日］。




政府の M S A受け入れ態度表明の結果， M S A援助受け入れに対する政府の積極性がクロー
ズ・アップされることとなった。このため，財界と政府が一致して， M S A受け入れに奔走し
ているとの印象が強められることとなった。前述のように，すでに，防衛力増強計画が進行し，
種々の過大な計画案が生まれていた。日本政府は，1 9 5 3年6月2 4日に米政府に対して M S Aに
関して質問書を送り，その回答を得ていたことを，6月2 6日に公表した。これに対して，国会
内野党は，すでに政府は M S A援助受け入れを決めて外交を進めていたにも関わらず，それを
隠していたとして強く批判した。「秘密外交」によって，国民を「ゴマかし」ながら「再軍備」
を着々と進めているものと認識されたのである 4。こうした認識から，後述するように，政








































前述のように，この質問と回答を経て，日本政府は，在日の米関係者との間で正式に M S A




事援助に限るという立場からこれに反対した点である。 M S A交渉は，当初から，暗礁に乗り
上げたのである。
何としても「経済援助」を盛り込みたい日本側は， M S Aに規定された米国の余剰農産物買














1 0 「岡崎大臣・新木大使あて電信」第7 4 7 9号［1 9 5 3年8月3日発］（外交資料館所蔵マイクロフィルム E ' -
0016）。















た1 3。したがって，余剰農産物輸入を「経済援助」的性格の濃い M S A援助として位置づける
にしても，十分な契約条件が整わなければ，日本経済自立に貢献するものであるとの主張を説
得的に行うことは困難であった。














深まる中で，1 9 5 3年9月2 7日，吉田―重光会談が行われた 1 5。この結果，国力に応じて防衛力
を漸次増強すること，保安隊を自衛隊に改組して直接侵略に対応できるようにすることが合意
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る。1 9 5 3年1 0月，ワシントンで池田（吉田茂首相の個人的代表）―ロバートソン（極東問題





アメリカ側は，M S A法5 5 0条の農産物処理について，次のような措置を考えていることが判
明した 1 6。軍事援助予算5 1億1 2 0 0万ドル中から1億ドル，経済援助予算中から7 5 0 0万ドル，
合計1億7 5 0 0万ドルを農産物処理に充当する予定で計画立案中である。この金額の各国別割当
金額，農産物名を9月1 5日頃までに内示する。日本の割当金額は1 0 0 0万ドルから2 0 0 0万ドル
の間であり，「東京に於ける双務協定（M S A協定のことだと思われる―筆者）がそれ迄に成立
すると否とに拘わらず，日本に対してオファーする予定である」。日本が「農産物を買い付け

































農林省から得た情報によれば1 9，1 9 5 3年8月1 5日現在，被害面積は 3 6万6 0 0 0町歩に及び，米
の減収量は1 5 4万3 0 0 0石と見込まれた。さらに悪天候等に基づく減収見込み総計は 4 3 9万7 0 0 0
石で増加傾向にあるとされていた。そこで1 9 5 3年度の米の輸入計画は，9 0万トンから 1 0 3万
7 0 0 0トンに改訂されることとなった。他方，麦（小麦，大麦，裸麦）の減収量総計は4 1 2万

































1 0月1 5日の第5回会談では，M S Aの防衛支持援助を受け入れる際の法律的問題が明らかと
なった2 6。東京で交渉中のM S A協定は，法規的には，Mutual Defense Assistance Act of 1 9 4 9に
基づくMutual Defense Assistance Agreementであって，軍事援助のみを含む。「経済援助」に近
い防衛支持援助を受けるには，Economic Cooperation Act of 1 9 4 8（E C A）に基づく別の協定を










であるが，米側に経済援助の意思があるならば早急に防衛援助協定と並行して E C A協定の締
結を進めるべきである」として活動を開始した。池田に同行した宮沢喜一は，この点に関し，
「M S Aに入っても少しも経済の足しにならぬ，池田ミッションは経済援助の協定は結んで帰れ






で余剰農産物を1 5 0 0-2 0 0 0万ドル買い付ける方針であったが，5 0 0 0万ドルに増加させることと
し，アメリカ側もこれを了承した 2 9。同時にアメリカ側は，この5 0 0 0万ドル相当の売上金
（円）のうち4 0 0 0万ドルを「日本ないし極東の他の友好諸国の軍隊による使用のため日本にお
いて軍事装備及び備品の調達」に使用すること，残り1 0 0 0万ドルを「日本における充分な産
業動員の基礎発展のために」供与すること，そのために「防衛支持活動を含む特別の取極に調
印することが必要である」等の提案を行った。米側が E C A系統の防衛支持援助を行うことが
MSA協定と日本―戦後型経済システムの形成 2（石井）
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2 5 池田・ロバートソン会談「第二回会談記録」［1 9 5 3年1 0月8日］～大嶽秀夫編［1 9 9 3］『戦後日本防衛問題
資料集』第三巻（三一書房）p374-375。









ついては東京において両国の代表がさらに協議すること， M S A法5 5 0条に基づく余剰農産物










れば8 6ドル／トン（C I F）となる。他方，当時輸入小麦の大部分を占めていた国際小麦協定の













寄せられたこともあって，米側が譲歩した3 5。1 2月1 0日，米国の市場価格よりも約2割安い国




3 0 「二一日付米側覚書に関する質疑応答」［1 9 5 3年1 0月2 3日］～大嶽秀夫編［1 9 9 3］『戦後日本防衛問題資料
集』第三巻（三一書房）p393-400。









後，経済援助をうち切ることを強く主張したため，協定は，1 9 5 4年米会計年度の農産物購入
に関する一回限りのものとされたのである。
一方，軍事援助についての交渉も進展し，「日米相互防衛援助協定」，「農産物購入協定」，
「経済的措置に関する協定」，「投資保証に関する協定」の4協定が1 9 5 4年3月8日に調印された















出振興あるいは輸入代替による国際収支均衡化への努力が政策の主流となるのである。1 9 5 3

























教授）は，木村禮八郎（参議院議員）との対談において 4 3，前述の外務省の M S A宣伝のパン
フレットに関して次のように発言している。「M S A援助の功罪を，そういうふうにわが国の国
























4 4 政府のM S A交渉に臨んだ際の甘い見通しに関しては，小野義彦［1 9 5 3］「時評・ M S A交渉と日本の矛盾」
『歴史学研究』第166号においても指摘されている。
45 宇佐見誠次郎［1953］「MSA援助は耐乏生活を要求する」『中央公論』［1953年11月］p107-110。




1 9 5 3年3月3 0日の周恩来声明などによって，朝鮮戦争休戦が次第に現実化する中で，企業
経営者はそれに伴う景気後退に備えて合理化に乗り出し始めていた。こうした動きに対して，
総評は，根本的には日本が「軍事経済」化したことが問題なのであって，先行き不安となった
経済を回復するためには「平和経済」を確立しなければならない主張した。そこで，1 9 5 3年4
月8日，「平和国民の側の経済政策樹立のための打合せ会」で，平和経済国民会議の運動を起
こすことを決定した 4 8。4月1 1日には，経済学者，国民経済研究所・日中貿易促進協会・政治
経済研究所などの経済専門家，総評，合化労連・炭労・鉄鋼労連・電産・国鉄・全繊同盟・私


































設けられた総合小委員会の会合で，1 9 5 3年8月1 7日，そうしたギャップが指摘され，「今まで
単に「平和経済」として取上げていたものを M S Aに対置させるように内容を方向づける」と
の方針が立てられた。茫漠としていたターゲットが， M S A反対という一点に明確化され始め
たのである。さらに9月1 1日の総評幹事会において，高野実事務局長は，「労働者だけが闘う






















されていたし，また，1 9 5 3年秋以降の引き締め政策とそれに伴うデフレ，「賃金ストップ」
（後述）は，一方の防衛費の増大と相俟って，「再軍備」の負担を労働者に押しつける政策と考
えられるに至ったのである。
















総評は，日経連の攻勢を受けて，1 9 5 4年5月2 4日，「賃金ストップ政策を打ち破る当面の賃






























5 7 塩田庄兵衛［1 9 7 8］「労働組合と国民闘争―総評高野時代に経験から―」労働運動史研究会編『高野時代の
労働運動』（労働旬報社）。















を持ち得なかったものといえる6 0。しかも，M S A協定を阻止し，平和経済建設を目指すとい
う闘争は，その性質上，政治的にならざるを得なかった。吉田内閣を倒し，「再軍備」に明確
に反対する社会党左派政権の成立を経ないでは最終的には実現できない目標だったからであ
る。賃上げは，大きな政治的目標に従属させられていた。 M S A反対という明確なターゲット
は定められたが，政治的理念のみでは労働者を動員するための誘因として不十分だったのであ
る。総評の政治志向は，傘下の労働組合等からの批判を招く61。
1 9 5 4年冬，総評内で高野と対立する合化労連・太田薫の主導で，新たな運動が開始された。
前述の合化労連の批判に基づいて，M S A反対闘争を運動の主眼とするのではなく，賃上げを
目標にM S A体制反対を正当化の論理として利用する運動であった。まず，炭労，私鉄，合化，












た。1 9 5 4年には，第二回会議の開催が企図されながら，ついに開催されずに終わったのである～労働省編
［1955］『資料・労働運動史　昭和29年』（労務行政研究所）p260-261。
6 1 全繊などが総評から脱退し，1 9 5 4年4月2 2日，総同盟，全繊，海員組合などによって全労会議が結成され
る。
62 五単産共闘会議［1954年12月27日］～～労働省編［1957］『資料・労働運動史　昭和30年』p21。


























た点は，それまでの「反M S A闘争」が幹部だけのかけ声に終わり，一般組合員にM S Aによる
低賃金の押しつけという理解が十分に浸透しなかったこと，また，一般組合員の「悩み」を必




1 9 5 5年春闘の実際の闘争過程で，その中心勢力となった合化労連では，次のような闘争方













となどである。合化労連の，一般組合員の要求をできるだけ汲み上げるという方針は，1 9 5 4
年の春季賃上げ闘争67以来のものであり，より具体化されたものであった。
紙・パ労連では，1 9 5 4年度においては各労組の内部不統一が甚だしかった6 8ことへの反省







本州の三労組を除いてスト権を確立できないなど低調に終わったのに対し，1 9 5 5年には多く
の組合でスト権を確立し，一定の賃上げを獲得することができたのである。

















7 0 私鉄～1要求額―基準賃金の1 0%以上アップ，2妥結額―昇給8 0 0円（現行の4 .7 5%増）。炭労～1手取
3 0 0 0円増，22 2 0円（現行の1.7%）増，一時金6 5 0円。合化～1硫安・過石部門一律1 5 0 0円+αアップ，石
窒・カーボン・ソーダ部門一律 7 5 0円+αアップ，2昇給を含め1 0 0 0-2 0 0 0円（現行の6-1 0%）。紙パ～1基
準内賃金の1 0% +αアップ，21 0 0 0円前後（現行の4-7%増）。電機労連～1昇給を含め一律3 0 0円以上+α
アップ，2昇給4 0 0円前後（現行の2-3%）。全鉱～1一律1 0 0 0円+αアップ，2昇給3 0 0-4 2 0円，一時金
5 0 0-1 0 0 0円（現行の2.7-3.8%増）。電産～1全国平均2 9 1 0円（1 7.3%アップ），2昇給5.4% -5.9%。以上，労
働省編［1957］『資料・労働運動史　昭和30年』p33。








































































7 8石井晋［1 9 9 5］「高度経済成長前夜の輸出振興政策―鉄工業を中心として」『社会経済史学』第6 1巻3号，石
井晋［1997］「重点的産業振興と市場経済―戦後復興期の海運と造船」『社会経済史学』第63巻1号。
7 9 1 9世紀末以降に関するマクロ的な視野の経済史・経営史研究で，組織の役割や経営的資本主義を強調した
ものとして，Alfred D. Chandler Jr. [1977] "The Visible Hand: The Managerial Revolution in American Business"
Harvard University Press, Alfred D. Chandler Jr. [1990] "Scale and Scope: The Dynamics of Industrial Capitalism"
Harvard University Press, William Lazonick [1990] 'Organizational Capabilities in American Industry: The Rice and
Decline of Managerial Capitalism', Business and Economic HistoryV  l .1 9, William Lazonick [1 9 9 0] "Competitive
Advantage on the Shop Floor" Harvard University Press.
労使関係のもとで，新たなシステムはしばしば動揺したが， M S A受け入れを契機とした経
済・社会・政治的変動を経て，5 0年代半ばに安定した。この戦後型の経済システムは，戦間
期のシステムに比してさまざまな特徴をもつ。一つには，弱体化した企業及び企業間関係等の
組織力強化への対応や敗戦と冷戦の制約を受けたために資源確保とその効率的な活用をめぐり
政府の関与度合が高まった点が目立つ。もう一つの特徴は，戦時期の組織化の拡大，財閥解
体・労働改革など戦後改革を経た企業組織・企業間関係・労使関係の再編，産業政策による企
業支援などにより，内部に柔軟性と利害対立を秘めながら，戦間期よりも大きな広がりをもっ
て，人々が組織化されたと見られる点である。経済成長への期待が，広く共有されたというこ
ともできよう。
MSA協定と日本―戦後型経済システムの形成 2（石井）
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